
長野県社会福祉審議会福祉サービス第三者評価推進専門分科会 
の設置について 

地域福祉課福祉監査担当 

１ 経  過 

(1) 他県における行政庁決定の手続き不備を争う裁判例で、「行政機関の要請により行政執行の前提とし

て必要な調停、審査、諮問及び調査等を行う機関全般は【附属機関】に当たる。」との判決が出ていま

す。（地方自治法第138条の４第３項は、「普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関（中

略）を置くことができる。（後略）」と規定されており、附属機関の設置には条例の根拠が必要です。） 

(2) この状況を踏まえ、長野県では、法律又は条例に基づかない委員会等の整理を行っています。 

(3) 従来の「長野県福祉サービス第三者評価推進委員会」（以下「旧委員会」という。）は、独自の要綱で

設置・運営していましたが、評価機関の認証や評価調査者の資格等を審議しており、場合によっては不

利益処分に類する処分に係る判断を行うことが想定されるため、条例を設置根拠とした明確な附属機

関とする必要があります。 

(4) このような経過から、今般、旧委員会を改組・廃止して、新たに「社会福祉審議会」の専門分科会と

して「福祉サービス第三者評価推進専門分科会」（以下「専門分科会」という。）を新設しました。 
 
 
２ 専門分科会の概要 

旧委員会の任期途中での改組であるため、原則として旧委員会の枠組みを承継しており、概要は下表の

とおりです。 

(1) 委員構成、人数 

・学識経験者、福祉サービス事業者、福祉サービス利用者代表、評価調査者の

代表者 ９名以内（現行どおり） 

・今期は、旧委員会の委員各位に継続して就任していただきます。（別添名簿） 

・次期は現行の９名から７名に減員することを検討しています。 

(2) 任期 
・３年間（現行の２年から変更） 

・今期は旧委員会の残任期間の令和２年３月31日までとします。 

(3) 調査審議事項 

・福祉サービス第三者評価事業に関する次の事項（現行どおり） 

(1) 評価機関の認証に関すること。 

(2) 評価項目及び評価の手法に関すること。 

(3) 評価結果の取扱いに関すること。 

(4) 評価調査者養成研修及び評価調査者継続研修に関すること。 

(5) 第三者評価事業に関する情報公開及び普及・啓発に関すること。 

(6) 第三者評価事業に関する苦情への対応に関すること。 

(7) その他第三者評価事業の推進に関すること。 

(4) 専門分科会長等 

・専門分科会長１名（互選）、副専門分科会長１名（専門分科会長指名） 

・今期は、旧委員会の中島委員長様に専門分科会長、岡田副委員長様に副専門

分科会長に就任いただきたいと考えています。 

(5) その他 

・会議は原則として公開とします。 

・専門分科会の庶務は地域福祉課が担当し、長野県健康福祉部内の関係課の職

員を幹事とします。（別添名簿） 

 

資料１ 



長野県社会福祉審議会運営規程 
 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法第７条第１項の規定に基づく長野県社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運営に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 審議会の委員は、15 人以内で組織する。 

（委員の任期） 

第３条 審議会の委員の任期は３年とし、欠員を生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（副委員長） 

第４条 審議会に委員の互選による副委員長１人を置く。 

２ 副委員長は、委員長に事故があるとき、その職務を代理する。 

３ 委員長及び副委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代理する。 

（専門委員） 

第５条 社会福祉法第９条第１項の規定に基づく臨時委員について、審議会では専門委員と呼ぶものとする。 

（会議） 

第６条 審議会は委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、審議会を招集しなければならない。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決を行うことができない。 

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

５ 専門委員は、当該特別の事項について議事を開き、議決を行う場合には、前２項の規定の適用については委員とみな

す。 

（専門分科会） 

第７条 審議会に次の専門分科会を置く。 

名  称 調査審議事項 

民生委員審査専門分科会 民生委員の適否の審査に関する事項 

地域福祉計画専門分科会 市町村地域福祉計画及び長野県地域福祉支援計画に関する事項 

身体障がい者福祉専門分科会 身体障がい者の福祉に関する事項（施設の人員、設備及び運営に関する基準

に係る事項（以下「設置管理基準に関する事項」という。）を除く。） 

更生医療担当医療機関の指定又は指定の取消しに関する事項 

障がい者権利擁護専門分科会 障がいを理由とする不当な差別的取扱い、合理的配慮の提供に関する相談対

応に関する事項 

障がい者の共生社会づくりに関する事項 

児童福祉専門分科会 児童・妊産婦、知的障がい者及び母子家庭の福祉並びに母子保健に関する事

項（施設の設置管理基準に関する事項を除く。） 

子育て支援専門分科会 長野県子ども・子育て支援事業支援計画に関する事項 

県における子ども・子育て支援施策に関する事項 

保護施設基準専門分科会 保護施設の設置管理基準に関する事項 

高齢者福祉施設基準専門分科会 高齢者福祉施設の設置管理基準に関する事項 

障がい福祉施設基準専門分科会 障がい福祉施設（障がい児施設を含む。）の設置管理基準に関する事項 

児童福祉施設等基準専門分科会 児童福祉施設（障がい児施設を除く。）及び婦人保護施設の設置管理基準に

関する事項 

社会福祉法人地域公益事業専門

分科会 

社会福祉法人が実施を予定又は実施している地域公益事業に関する事項 

福祉サービス第三者評価推進専

門分科会 

福祉サービス第三者評価事業に関する事項 

２ 審議会は、前項に掲げる調査審議事項のうち、次に規定する事項に関して諮問を受けたときは、専門分科会の決議を

もって審議会の決議とする。 

(1) 民生委員の適否の審査に関する事項 

(2) 更生医療担当医療機関の指定又は指定の取消しに関する事項 

(3) 障がいを理由とする不当な差別的取扱い、合理的配慮の提供に関する相談対応に関する事項 

(4) 社会福祉法人が実施を予定又は実施している地域公益事業に関する事項 

 

第８条 専門分科会に属すべき委員及び専門委員は、委員長が指名する。 

２ 専門分科会にその専門分科会に属する委員及び専門委員の互選による専門分科会長を置く。 

３ 専門分科会長は、その専門分科会の事務を掌理する。 



４ 専門分科会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員又は専門委員が、その職務を行う。 

 

（部会） 

第９条 専門分科会に次の部会を置く。 

（身体障がい者福祉専門分科会） 

名  称 調査審議事項 

審査部会 身体障がい者の障がい程度の審査に関する事項 

身体障がい者手帳の交付申請に係る医師の指定又は指定の取消しに関する事項 

（児童福祉専門分科会） 

名  称 調査審議事項 

里親審査部会 里親の適否に関する事項 

図書審査部会 児童及び知的障がい者の福祉を図るための図書の推薦、勧告に関する事項 

映画審査部会 児童及び知的障がい者の福祉を図るための映画の推薦、勧告に関する事項 

処遇審査部会 児童又はその保護者の処遇に関する事項 

保育所審査部会 保育所の設置認可又は事業の停止に関する事項 

認可外保育施設の事業停止及び施設閉鎖に関する事項 

重大事故検証部会 認可外保育施設における重大事故の再発防止のための検証に関する事項 

２ 審議会は、前項に規定する調査審議事項に関して諮問を受けたときは、部会の決議をもって審議会の決議とする。  

第１０条 部会に属すべき委員及び専門委員は、各専門分科会に属する委員及び専門委員のうちから、委員長が指名する。 

２ 部会にその部会に属する委員及び専門委員の互選による部会長を置く。 

３ 部会長は、その部会の事務を掌理する。 

４ 部会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員又は専門委員が、その職務を行う。 

（会議） 

第１１条 専門分科会及び部会の招集、定足数及び表決については、第６条の規定を準用する。 

（報告） 

第１２条 専門分科会長は、専門分科会に付託された事項について審議を終了したときは、その結果を委員長に報告する

ものとする。 

２ 部会長は、部会に付託された事項について審議を終了したときは、その結果を専門分科会長を通じて委員長に報告す

るものとする。 

（幹事） 

第１３条 審議会に幹事及び書記若干名を置く。 

２ 幹事は、健康福祉部及び関係部局の課（室）長のうちから委員長が指名する。 

３ 幹事は、委員長、専門分科会長及び部会長の命を受けた事務を処理する。 

４ 書記は、上司の命を受け事務に従事する。 

 

附 則 

この規程は、平成８年６月１３日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１０年６月４日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１１年６月２１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１２年６月１９日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１３年６月１５日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１４年６月１７日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１４年１１月２５日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２２年５月３１日から施行する。 

 附 則 

この規程は、平成２３年１０月１３日から施行する。 

附 則 



この規程は、平成２４年８月２７日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年５月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成２８年６月２２日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成３１年２月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成３１年４月２６日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和元年１０月７日から施行する。 

 



長野県社会福祉審議会 福祉サービス第三者評価推進専門分科会運営要領 

 

(趣旨) 

第１ この要領は、福祉サービス第三者評価推進専門分科会（以下「分科会」という）の 

運営に関し、長野県社会福祉審議会運営規程に定めるもののほか、必要な事項を定め 

る。 

 

(調査審議事項の内容) 

第２ 長野県社会福祉審議会運営規程に定める分科会の調査審議事項の内容については、 

下記のとおりとする。 

(1) 評価機関の認証に関すること。 

(2) 評価基準及び評価の手法に関すること。 

(3) 評価結果の取扱いに関すること。 

(4) 評価調査者養成研修、評価調査者継続研修及び更新時研修に関すること。 

(5) 福祉サービス第三者評価事業（以下「第三者評価事業」という。）に関する情報公開 

及び普及・啓発に関すること 

(6) 第三者評価事業に関する苦情への対応に関すること 

(7) その他第三者評価事業の推進に関すること 

２ 前項に規定するもののほか、第三者評価事業の実施に関する重要事項について意見を 

述べる。 

 

(組織) 

第３ 分科会は、学識経験者、福祉サービス事業者、福祉サービス利用者代表、評価調査 

者を代表する者の中から、９名以内の委員で組織する。 

 

(委員の任期) 

第４ 分科会の委員の任期は、委嘱の日から３年間とする。ただし、再任は妨げない。 

２  欠員を生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

(分科会) 

第５ 分科会は、分科会長が議長となる。 

２  分科会は、必要に応じて関係者から意見を聞くことができる。 

 

(副分科会長) 

第６ 分科会に、分科会長の指名により副分科会長１名を置く。 

２  副分科会長は、分科会長を補佐し、分科会長に事故があるときは、その職務を代理 



する。 

 

(幹事) 

第７ 分科会に、幹事を置く。 

２  幹事は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。 

３  幹事は、所掌する事務に関し委員を補佐し、必要に応じ、第２の１について具体的 

な検討及び検証を行う。 

４  幹事の長は、健康福祉部地域福祉課長をもって充てる。 

 

(庶務) 

第８ 分科会の庶務は、健康福祉部地域福祉課において行う。 

 

別表１ 

健康福祉部地域福祉課 生活保護係長 

健康福祉部介護支援課 
サービス係長 

施設係長 

健康福祉部障がい者支援課 
施設支援係長 

自立支援係長 

県民文化部こども・家庭課 保育係長 

県民文化部児童相談・養育支援室 課長補佐 

 

 附 則 

(委嘱期間) 

１ 「委員の任期は、委嘱の日から３年間とする」を「令和元年度の委嘱については、令

和元年 11月 1日から令和２年３月 31 日まで」とする。 

 

(施行期日) 

２ この要領は、令和元年 10月 10 日から施行する。 

 



区　　　分 氏　　　名 所　　　属 備　　　考

計 ９名

（敬称略）

福祉サービス
利用者代表
（２名）

礒野　有樹子 　　居宅介護支援事業所　しらかば

西村　昭太 　　特定非営利活動法人　ケ・セラ

評価調査者
代表（１名）

清水　富子
　　一般社団法人　しなの福祉教育総研
　　（県認証評価機関）

福祉サービス
事業者
（４名）

桜井　記子 　　社会福祉法人　ジェイエー長野会

宮下　孝子 　　松代福祉寮

手塚　都子 　　社会福祉法人　敬老園

小宮山　紀道 　　社会福祉法人　長野県社会事業団

長野県社会福祉審議会　福祉サービス第三者評価推進専門分科会委員名簿

【任期：令和元年11月1日～令和２年3月31日）】

学識経験者
（２名）

中島　　豊 　　長野大学　社会福祉学部

岡田　賢宏 　　株式会社　CIE研究所


